
 

＜福岡市：市民団体によるエコカーシェアリング事業の取り組み＞ 
施策名 市民団体によるエコカーシェアリング事業の取り組み 

取り組みの背景 
地域の交通環境問題 
行政・市民ニーズ 
交通基盤シーズ 

など 

背景 1：近年、経費削減と自動車交通を抑制する手法として、欧米において

は、カーシェアリング（自動車の共同利用）事業が広く実施されている。

また、日本においても、電気自動車を用いた社会実験が一部の地域で実施

されるようになった。 

背景 2：福岡市においては、渋滞等により、長年にわたり、都心部の大気環

境基準が達成されておらず、対策の実施が急務となっている。 

背景 3： 福岡市の環境市民団体が、欧米のカーシェアリングの取り組みに

着目して、自動車交通公害や地球温暖化防止の観点から、事業化を検討す

ることになった。 

目的・ねらい 

目的・ねらい 
対象交通 
など 

●目的・ねらい：低公害車の普及促進や自動車交通の削減のために、市民

団体が取り組んだモデル的事業であり、また、市民団体、行政、企業の協

働による事業化のモデルとなるものである。 

 

●対象交通：市民、事業者が日常生活または事業活動により使用する自動

車交通を削減する。 

取り組みの経緯 
経緯・熟度 

など 

平成１３年４月に、市民団体が、福岡市と九州電力(株)に対し、低公害車

を用いたカーシェアリングの事業化の提案を行い、３者による検討、協議

の結果、市と九州電力(株)は、使用する電気自動車等低公害車合計３０台

を提供し支援することになった。 

平成１４年５月に、市民団体は、運営主体となるＮＰＯを設立し、同年 

１０月に、貸し出しを行うステーションを開設、事業を開始した。（事業期

間３年間） 

●事業の実施状況（平成 15 年１月 16 日現在） 

・ステーション数 2 箇所 

・配車数    電気自動車（1 人､2 人乗り）7 台、ハイブリッド車 4 台  

・会員数    104 名と 1 団体 

主体・広報・費用 

実施主体 
検討組織 

広報ｽｹｼﾞｭｰﾙ 
費用負担 

など 

●実施主体：ＮＰＯ法人 カーシェアリングネットワーク 

●検討組織：評価委員会（学識、市民団体ほか） 

●広報：広報紙に記事掲載（平成 14 年 10 月）、チラシ配布、会員向け会報

の発行（月１回程度） 

●費用負担：事業運営に関する経費は、ＮＰＯ法人が、会費および利用料

金を徴収し、運用する。使用する低公害車３０台のうち１０台分は福岡市

が無償貸与し、九州電力(株)は２０台分のリース料を寄付し負担する。 



 

以上 
都道府県市名 ：福岡県福岡市 
担当部局名  ：環境局環境都市推進部環境共生課 

実施概要 
対象地域 
実施日時 
施策内容 
など 

●対象地域：福岡市内およびその周辺 

●実施日時：平成１４年１０月１日～平成１７年９月３０日（予定） 

●施策内容：ＮＰＯ法人は、貸し出しを行うステーションを設置し、会員

に対し車両の貸し出しを行う。会員は、電話またはインターネットにより

予約し、ステーションに設置している専用のキーボックスから、予約車両

のかぎを取り出し車両を利用する。利用後は、同様にかぎを返却する。利

用料金は、利用する車両により異なるが、２人乗り電気自動車の場合、１

時間４００円程度。会員は、月締めで、利用料金と月会費（１，０００円）

を支払う。 

効果測定内容 
測定内容 
効果把握 
など 

●効果測定内容：今後、利用者に対しアンケート等を実施して、車両の運

行状況、マイカーからの転換意向等を把握する予定。 

●効果把握結果：今後、ＮＰＯ法人が設置した評価委員会において評価予

定。  

取組上の課題 
合意形成 
費用負担 
など 

課題 1：カーシェアリングに対する認知度が低いとともに、ステーション数

も現在 2 箇所と少ないことから、利用者が少ない。 

課題 2：電気自動車は、航続距離が短いなどのためか、恒常的な利用につな

がっていない。 

課題 3：ステーション用地は、安価でかつ利用されやすい場所が望まれるが、

条件に合う場所を探すのがむずかしい。 

課題 4：車両貸し出しシステムを構築し、運用をはじめたところであるが、

運用後にシステム変更等が生じている。 

課題 5：車両の無人貸し出しを目指しているが、関係法令の規制要件を満

足するのに期間を要している。 

課題 6：駐車場借り上げ料や車両の維持管理などの固定経費が大きく、現

在は、それに見合う収入には至っていない。 

その他特記事項 

今後の方向性 
地域指定 等 

ＮＰＯ法人においては、早期に、無人貸し出しが行えるよう要件を整えて

いく予定である。また、今後、市内および周辺に５～６箇所のステーショ

ンを設置し、３０台の車両を配置することを予定している。 

評価委員会においては、会員に対するアンケートを実施して、事業評価を

段階的に行う予定である。 


